様式第１号（第５条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　京丹後市長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所（所在地）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号（団体名・屋号）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名（代表者氏名）　　　　　　　　　　㊞

京丹後市中小企業等緊急支援家賃補助金交付申請書

　京丹後市中小企業等緊急支援家賃補助金の交付を受けたいので、京丹後市中小企業等緊急支援家賃補助金交付要綱第５条の規定により、関係書類を添えて申請します。

１．事業所の状況
	事業所の所在地
	

	事業所の名称
	



２．事業所に係る賃借物件の内容　　　
	賃借物件１
	①賃料等月額
	

	
	②物件の種類
	

	
	③所有者住所
	

	
	④所有者氏名
	

	賃借物件２
	①賃料等月額
	

	
	②物件の種類
	

	
	③所有者住所
	

	
	④所有者氏名
	

	賃借物件３
	①賃料等月額
	

	
	②物件の種類
	

	
	③所有者住所
	

	
	④所有者氏名
	


[bookmark: _GoBack]　※上記に記載した以外に賃借物件がある場合は、任意の様式に①～④の事項を記載して添付すること。
※①賃料等月額は、申請日の直前１箇月以内に支払った家賃の額を記載すること。
　※②物件の種類は、店舗・事務所・土地・駐車場等の区分を記載すること。
【裏面に続く】
３．売上高の比較
	
令和2年　月分（A）
	
令和元年　月分（B）
	売上減少比率（C）
（（A-B）/A）×100）
	要否判定
△30%≦（C）＜△50%
※市記載欄

	円
	円
	△　　　　%
	



４．補助金交付申請額
　①賃料等の支払予定期間（対象月を含む６箇月間）：令和２年　　月～　　月
②賃料等月額の計　　　　　　　　円（基準額）×１／３
＝１箇月分の賃料等に対する補助金の額　　　　　　　　　円（a）
　③（a）×６箇月分＝　　　　　　　　　円（b）
　③補助金の上限額：２４，０００円×６箇月分＝１４４，０００円（c）
　④補助金交付申請額（(b)と(c)を比較して低いほうの額）：　　　　　　　　　　円

５．宣誓・同意事項（□にチェック✔を記入してください。）
	●共通
□　補助対象事業者の要件をすべて満たしていること。
□　記載事項及び関係書類に虚偽のないこと。
□　関係書類の提出指導、事情聴取及び立入検査等の調査に応じること。
□　不正受給が判明した場合には、補助金の返還等を行うこと。
□　国給付金の支給を受けた者又は対象となる者でないこと。
□　賃借物件は第４条第６項及び第7項に定める土地又は建物ではないこと。
□　京丹後市暴力団排除条例（平成２４年京丹後市条例第３９号）第２条第４号に規定する暴力団員等でないこと。
□  国給付金の不給付要件に該当する者でないこと。
●該当者のみ
□　補助対象事業者の要件判定に用いる業務委託契約等収入の金額について、個人事業者等としての事業活動以外からの収入が含まれていないこと。（事業活動以外からの収入の例：独立前の被雇用者としての給与収入、役員報酬、暗号資産（仮想通貨）の売買収入等）




